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平成２６年度事業報告
Ⅰ．はじめに

　平成２６年度は、厳しい財政状況が続く中、さらに独立行政法人福祉医療機構からの助成金が全て打ち切られるという重大な問題が発生し、当協会としては、大変困難な事業運営を強いられることとなりましたが、全国の関係者、関係行政機関の皆様などのご理解、ご支援を得て、何とか難局を乗り切って一定の成果を上げることができました。
　結果として、当初予定していた計画事業のうち、独立行政法人福祉医療機構の助成金を財源とする5事業については、残念ながら全て中止を余儀なくされましたが、その他の事業については、ほぼ予定通り、順調に進めることができました。特に、８月に兵庫県の神戸国際展示場・神戸国際会議場で開催した「第２３回全国盲ろう者大会」は、過去最多となる２６６人の盲ろう者の参加を得て、参加者総数９２４人の盛大な大会となりました。また、国際協力に関しても、タイのバンコクで開催された「世界盲ろう者連盟役員会」やインドのニューデリーで開催された「アジア太平洋障害者の十年(2013-2022)ワーキンググループ第２セッション」に、わが国から盲ろう者等が参加するなど、国内外で積極的に活動を進めました。
　障害者総合支援法の施行に伴い、平成２５年４月から都道府県(指定都市・中核市を含む。以下同じ。)の必須事業とされた盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業及び養成研修事業に関しては、厚生労働省から養成研修の標準カリキュラムが示されており、当協会としては、各都道府県において、この標準カリキュラムを用いた養成研修会が円滑に進められるよう、養成研修の講師養成と標準カリキュラムの普及・定着を目的とした「盲ろう者向け通訳・介助員養成のためのモデル研修会」を実施しました。また、全国から多くの参加者を集めて、「盲ろう者向け通訳・介助員現任研修会」を実施し、さらに都道府県に対して、通訳・介助員派遣及び養成事業の拡充についての啓発活動を進めるなど、これら事業の一層のレベルアップに向けた取組みを進めました。
　また、平成２２年度から国立障害者リハビリテーションセンターで開始された「盲ろう者宿泊型生活訓練等モデル事業」は、平成２４年度からは当協会が厚生労働省からの委託を受ける形として、名称も「盲ろう者向け生活訓練等事業」に改めましたが、平成２６年度においては、「日中活動プログラム」として、盲ろう者が自宅から通所して、簡単な作業や創作活動などを行う形を試行しました。これは、当協会の「日本版へレン・ケラー・センター構想」とも深く関連する事業であり、東京都盲ろう者支援センターと連携して円滑に事業を進めることができました。
　

以下に各事業についての実施状況をご報告します。
Ⅱ．平成２６年度実施事業の概要
1．厚生労働省委託事業（盲ろう者向け通訳者養成研修等事業）

　（1）盲ろう者関係生活相談等事業

ア．盲ろう者関係生活相談等事業

　　　 イ．広報誌発行事業

（2）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

ア．盲ろう者向け通訳・介助員養成のためのモデル研修事業

　 イ．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修事業

（3）盲ろう者国際協力推進事業

(4）盲ろう者福祉啓発事業

2. 厚生労働省委託事業(盲ろう者向け生活訓練等事業)　

　（1）生活訓練事業

（2）フォローアップ調査
3．公益財団法人ＪＫＡ補助事業

　（1）第23回全国盲ろう者大会開催事業

4．公益財団法人鉄道弘済会補助事業

（1）全国盲ろう者体験文コンクール実施事業
5．自主事業
（1）ヘレンケラースマホ普及事業
※当初計画した事業のうち、下記の事業については、予定していた助成金を受けられず、他に適当な財源を確保することも困難であったため、実施を見送りました。

１．独立行政法人福祉医療機構助成事業（全国的・広域的ネットワーク活動支援事業）

　（1）全国盲ろう者団体ネットワーク活動支援事業

　　　 ア．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修会開催事業

　　　 イ．全国盲ろう者地域団体ブロック会議開催事業

　　　 ウ．全国コーディネーター連絡会開催事業

　（2）盲ろう者コミュニケーション訓練促進事業

　　　 ア．盲ろう者向けパソコン指導者養成研修事業

　　　 イ．コミュニケーション訓練個別訪問指導事業
2．一般社団法人冠婚葬祭互助協会助成事業
　(1)　盲ろう者向け通訳・介助員養成講習会指導者のための手引書作成事業
Ⅲ．事業別実施状況
1．厚生労働省委託事業（盲ろう者向け通訳者養成研修等事業）
（1）盲ろう者関係生活相談等事業

ア．盲ろう者関係生活相談等事業

　盲ろう当事者からの生活相談のほか、全国各地の家族や通訳・介助員、福祉関係者等からのさまざまな相談や情報提供の要請に応えてきました。平成26年度の１年間で、来所、電話、ファックス、メール等を通じて扱った相談件数は、127件となっています。
イ．広報誌発行事業
わが国唯一の盲ろう関係専門誌『コミュニカ』を２回発行し、盲ろう者、支援者及び関係機関へ送付しました。
なお、第50号においては、「これまでの50号、これからの50号」と題する特集を組み、これまで『コミュニカ』に関わってきた多くの方々から原稿をお寄せいただきました。
　　　第49号　　　　墨字版　2,700部　　点字版　490部

　　　第50号　　　　墨字版　2,800部　　点字版　490部

（2）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業

ア．盲ろう者向け通訳・介助員養成のためのモデル研修事業
　　平成25年度から、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業が都道府県の必須事業とされ、標準カリキュラムが示されたことなどを踏まえて、養成研修の指導者(講師)を目指す者と通訳・介助員を目指す者を対象として、標準カリキュラムに基づく研修会を実施してきました。平成26年度は11月1日（土）～5日（水）までの５日間にわたって、「全国障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）」(東京都新宿区戸山)において開催し、全国から受講者として、指導者を目指す者20人(うち盲ろう者2人)、通訳・介助員を目指す者12人が参加し、多くの盲ろう者が講師陣に加わって、講義と実習を行いました。
イ．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修事業
当協会主催のこの研修会は、全国レベルで現任の通訳・介助員が情報交換や意見交換できる唯一の場となっており、毎年、多数の参加があります。平成26年度は、10月24日（金）～26日（日）の３日間にわたって、｢ＴＫＰ名古屋ビジネスセンター｣(愛知県名古屋市中村区)で開催し、全国から盲ろう聴講者1人を含む114人の受講者がありました。一日目は、全体会として「盲ろう児に生まれて～生い立ちから現在、未来を語る」というテーマで、先天性盲ろう者としてわが国で初めて大学に入学した森敦史氏による講演を行い、二日目は、６つの分科会に分かれて「心のケア」「見えづらさ・聞こえづらさへの理解」「先天性盲ろう児・者とのコミュニケーション」「事例研究」「移動介助」「ヘレンケラースマホについて」というテーマで講義や実習、ディスカッション、三日目は、全体会として「障害者差別解消法について・・・平成28年度の施行に向けて」というテーマで講演を行いました。
（3）盲ろう者国際協力推進事業
この｢盲ろう者国際協力推進事業｣は、世界盲ろう者連盟加盟各国と連携し、世界の盲ろう情報の収集と、わが国の情報を世界へ発信する目的を持っています。また、世界の中でも特に盲ろう者関係の組織化が進んでいないアジア地域に対する啓発を、当面の重要な目標としています。平成26年度においては、タイ、アメリカ、インドの３国に調査員を派遣して、関係会議への参加などにより情報の収集、発信を行うとともに、国内においても国際協力機構(ＪＩＣＡ)との共催で「ウズベキスタン盲ろう者支援プロジェクト帰国報告会セミナー」を開くなど、積極的な活動を展開しました。
海外調査については、10月30日から11月4日まで、タイのバンコクで開催された「世界盲ろう者連盟役員会」に、日本から盲ろう者2人、通訳・介助員等10人を派遣しました。同連盟においては、わが国から、福島智氏がアジア地域代表、福田暁子氏が事務局長に選出されており、両氏が今期第一回目の役員会に出席して、他の役員との情報・意見交換を行うことにより、世界全体の盲ろう者の現状や課題についての情報の収集、発信を行いました。また、あわせてタイ盲人協会会長との会合をもち、情報収集や今後の協力関係構築の可能性を模索しました。
また、3月1日から3月4日まで、インドのニューデリーで開催された「アジア太平洋障害者の十年(2013-2022)ワーキンググループ第２セッション」に、日本から盲ろう者1人、通訳・介助員2人を派遣しました。この会議は、国連アジア太平洋経済社会委員会(ＥＳＣＡＰ)の主催によるもので、「アジア太平洋障害者の十年(2013-2022)」の完全かつ効果的な実行を図るためＥＳＣＡＰ加盟国・準加盟国に専門的助言や支援を提供するために設置されたものです。当協会は、このワーキンググループを構成する１５の市民社会団体(ＣＳＯ)の一つに選定されています。
このほか、タイのバンコクで開催された「第6回アジア防災閣僚級会議：障害のある人及び障害者団体によるステークホルダー予備協議」やアメリカのニューヨークで開催された2014年国連障害者デー　国連本部イベントのパネルディスカッション「テクノロジーの可能性：障害者も含む災害リスク軽減と人道的な活動」に出席するとともに、アメリカのヘレン・ケラーナショナルセンターを訪問して調査を行いました。
（4）盲ろう者福祉啓発事業
　平成26年度の啓発事業は、富山県、愛媛県、和歌山県、新潟県、静岡県に当協会の職員を派遣し、それぞれ地元の友の会との懇談や関係行政機関との協議などを行いました。
2．厚生労働省委託事業(盲ろう者向け生活訓練等事業)
（1）生活訓練事業
　平成26年度は、前年度に引き続き、「盲ろう者宿泊型生活訓練等モデル事業」で作成した支援マニュアルを活用しつつ、地域社会における盲ろう者の生活訓練のあり方についての試行、検討を進めました。実施方法としては、「日中活動プログラム」として、簡単な作業や創作的活動ができる場所を都内(墨田区)に確保し、盲ろう者が自宅から通所する形で、6週間程度の日中活動を行いました。訓練の実施期間は、2月から3月までの間で、男性3人、女性３人、合計6人の盲ろう者を対象として実施しました。
（2）フォローアップ事業
　平成25年度に行った生活訓練事業の利用者を対象に、訓練終了後の生活状況や訓練の効果等について、追跡調査を行いました。
　
3．公益財団法人ＪＫＡ補助事業
　（1）第23回全国盲ろう者大会開催事業
当協会の設立以来、平成23年度を除いて、毎年度実施されてきた全国盲ろう者大会は、平成26年度は、兵庫県の「神戸国際展示場・神戸国際会議場」(兵庫県神戸市)において、8月1日(金)～8月4日(月)の4日間の日程で行われました。参加者は盲ろう者266人を含む924人で、参加した盲ろう者の人数は過去最多となりました。会期中には、第1分科会「全国の盲ろう者の生の声を聞く」、第2分科会「東京パラリンピックを目指す盲ろうのアスリートたち」、第５分科会「盲ろう者と災害」、第7分科会「あなたは社会で差別されたことがありますか？差別解消法について考えよう」など、9分科会において熱心な討議が進められたほか、最新のＩＴ機器や便利グッズの展示、盲ろう者が制作した作品の展示・販売、社会見学など、様々なプログラムが組まれました。実行委員会は、地元である近畿ブロックのＮＰＯ法人しが盲ろう者友の会、京都盲ろう者ほほえみの会、ＮＰＯ法人大阪盲ろう者友の会、ＮＰＯ法人兵庫盲ろう者友の会、奈良盲ろう者友の会「やまとの輪」、ＮＰＯ法人和歌山盲ろう者友の会の各代表を中心として組織されました。また、例年のように多くの企業、団体などの皆様からご支援いただきました。
4．公益財団法人鉄道弘済会補助事業
（1）全国盲ろう者体験文コンクール実施事業
公益財団法人鉄道弘済会の協賛による本事業は、平成22年度より始められ、盲ろう者を対象とした文化事業として取り組まれています。平成26年度第5回コンクールは、合計16編の応募があり、審査の結果、次のように入賞作品が決まりました。
　　　特賞「夫の病を振り返って」　　　　矢橋　和子（山口県）
　　　入賞「苦しい日々を乗り越えて」　　三原　妙子（鹿児島県）　
　　　入賞「ドラムに出会って」　　　　　安食　利行 (島根県)
　　　審査員賞「お母さんの歩く道」　　　山本　裕子 (神奈川県)
特賞受賞者には賞金３万円と賞状、その他の入賞者等には賞金１万円と賞状がそれぞれ贈られました。
なお、審査員は次の方々でした。

　　公益財団法人鉄道弘済会理事　　　　　　　　矢﨑　剛
　　有限会社読書工房代表　　　　　　　　　　　成松　一郎
　　全国盲ろう者団体連絡協議会広報部長　　　　石川　隆

　　　
5．自主事業
（1）ヘレンケラースマホ普及事業

この事業は元筑波大学附属盲学校教員の長谷川貞夫氏の研究に対して、当協会が側面支援をしている事業です。このヘレンケラースマホは、これまでのヘレンケラーホンに引き続くもので、市販されているスマートホンに独自のアプリをインストールして、骨伝導式のヘッドホンと組み合わせて使用します。当協会では、社会福祉法人桜雲会とともに、このヘレンケラースマホの普及に協力しました。

平成26年度諸統計資料

（平成27年3月末現在）

1．盲ろう者登録数の推移

（単位：人）

	
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度

	年度末登録数
	825
	814
	815
	858
	888
	934

	増減数
	+8
	-11
	+1
	+43
	+30
	+46


　（注）平成24年度において、盲ろう者の実態調査の一環として、各都道府県等で把握している盲ろう者に対して郵送調査を行ったことなどにより、当協会と初めて連絡が取れた方が相当数あり、24年度以降の登録者が増加しています。
2．重度盲ろう者登録数の推移

（単位：人）
	
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度

	年度末登録数
	672
	662
	652
	666
	673
	731

	増減数
	-1
	-10
	-10
	+14
	+7
	+58


　(注)　平成26年度において、登録者の障害等級を精査した結果、重度者数が増加しました。
3．盲ろう者関係生活相談件数の推移
（単位：件）
	
	
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度

	方法
	来所
	32
	26
	9
	19
	9
	10

	
	電話
	368
	148
	57
	37
	54
	71

	
	文書・FAX・ﾒｰﾙ 
	320
	98
	22
	35
	58
	46

	内容
	日常生活
	144
	127
	36
	3
	8
	13

	
	社会保障制度
	96
	9
	14
	9
	3
	0

	
	情報提供
	384
	48
	21
	21
	38
	62

	
	その他
	96
	88
	17
	58
	72
	52

	合　　　計
	720
	272
	88
	91
	121
	127


（注）平成22年度及び23年度に統計の取り方を変更しましたので、数値が減少しています。

4．盲ろう者向け通訳・介助員登録数の推移

（単位：人）

	
	21年度
	22年度
	23年度
	24年度
	25年度
	26年度

	年度末登録数
	3283
	3315
	3348
	2691
	2966
	3017

	増減数
	+139
	+32
	+33
	-
	+275
	+51


　（注）平成23年度までは累積登録数、平成24年度からは実登録数としています。
　　　　平成24年度は、通訳・介助員養成カリキュラムに関する調査の一環として、各都道府県等で把握している通訳・介助員に対する郵送調査を行ったため、当協会への登録数が増加しました。
5．全国盲ろう者大会参加者数の推移

（単位：人）

	年度回数
	21年度
第19回
	22年度
第20回
	23年度
中止
	24年度
第21回
	25年度
第22回
	26年度
第23回

	開催場所
	群馬県

渋川市
	北海道

札幌市
	―
	愛媛県

松山市
	千葉県

千葉市
	兵庫県
神戸市

	参加者数
	583
	639
	―
	635
	949
	924


6．盲ろう者向け通訳・介助員養成のためのモデル研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	21年度

第19回
	22年度

第20回
	23年度

第21回
	24年度

第22回
	25年度

第23回
	26年度

第24回

	開催場所
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区
	東京都

新宿区

	受講者数
	29
	33
	27
	31
	33
	32


　（注）平成22年度までは「盲ろう者向け通訳・介助員養成研修会」として開催しました。
7．盲ろう者向け通訳・介助員現任研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	21年度

第9回
	22年度

第10回
	23年度

第11回
	24年度

第12回
	25年度

第13回
	26年度

第14回

	開催場所
	宮城県

仙台市
	福岡県

福岡市
	大阪府

大阪市
	東京都

新宿区
	東京都

台東区
	愛知県
名古屋市

	受講者数
	86
	82
	92
	86
	121
	114


(参考)

8．全国盲ろう者団体ニューリーダー育成研修会受講者数の推移


（単位：人）
	年度回数
	23年度

第1回
	24年度

第2回
	25年度

第3回
	26年度

中止

	開催場所
	東京都
港区
	東京都

港区
	東京都

江東区
	―

	受講者数
	34
	39
	32
	―


(参考)
9．全国盲ろう者地域団体ブロック会議参加団体数の推移

（単位：団体）
	年度期数
	24年度

第2回
	25年度

第3回
	26年度

中止

	開催場所・

参加団体数
	宮城県仙台市　5

東京都台東区　9

埼玉県さいたま市　7
千葉県千葉市　7

石川県金沢市　6
大阪府大阪市　7
広島県広島市　8

沖縄県那覇市　7
	宮城県仙台市　5

東京都台東区　8

新潟県新潟市　9

三重県津市　6

大阪府大阪市　7

兵庫県神戸市　7

香川県綾歌郡　9

鹿児島県鹿児島市　6
	―


　
(参考)
10．全国コーディネーター連絡会参加者数の推移
（単位：人）
	年度回数
	21年度

第4回
	22年度

第5回
	23年度

第6回
	24年度

第7回
	25年度

第8回
	26年度

中止

	開催場所
	東京都

目黒区
	兵庫県

神戸市
	東京都

江東区
	大阪府

大阪市
	東京都

新宿区
	―

	参加者数
	36
	39
	33
	38
	39
	―


(参考)

11．盲ろう者向けパソコン指導者養成研修会受講者数の推移

（単位：人）
	年度回数
	21年度

第3回
	22年度

第4回
	23年度

第5回
	24年度

第6回
	25年度

第7回
	26年度

中止

	開催場所
	東京都

文京区
	東京都

府中市
	大阪府

大阪市
	東京都

文京区
	東京都

豊島区
	―

	受講者数
	12
	13
	9
	11
	8
	―


12．盲ろう者地域団体（「盲ろう者友の会」等）未設置県（設立準備中の地域を除く）

	青森県
（計1県）
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